
 

  株式会社復建技術コンサルタント         http://www.fgc.jp/ 

 

代 表 者 代表取締役（社長）菅原 稔郎 資 本 金 130百万円 

担 当 役 員 都市事業部長   田澤 光治 従 業 員 数 338名(廃棄物担当  3名) 

(脱炭素社会担当  4名) 

(自然共生社会担当  14名) 

設立年月日 1949年 5月 25日 

 

売 上 高 8,431百万円 （廃棄物関連 543百万円)

(脱炭素社会関連 93百万円) 

(自然共生社会関連 223百万円) 

登 録 部 門 ・建設コンサルタント 
（廃棄物部門登録 済） 
・一級建築士事務所 
・環境計量証明 
・測量業 ・地質調査業 

加 盟 団 体 （一社）建設コンサルタンツ協会 
（公社）全国上下水道コンサルタント協会 

ＩＳＯ認証 9001(MSA-QS-4049) 

14001(MSA-ES-1327) 

27001(MSA-IS-113) 

55001(MSA-AS-6) 

有資格者 1.技術士 

①廃棄物関係(衛生工学･資源工学部門) 1名 
②環境部門  3名  ③その他部門 159名 

2.ＲＣＣＭ 

①廃棄物部門 2名 ②その他部門  100名 
3.その他 
①環境計量士 4名 ②ビオトープ管理士 5名 

③その他 5名（土壌汚染・公害防止）等 

 
本社所在地 〒980-0012 仙台市青葉区錦町1-7-25 TEL 022-262-1234  FAX 022-265-9309 

青森支店 〒030-0822 青森市中央1-25-9 AQUA青森中央ビル5F TEL 017-734-5982 FAX 017-773-3134 

盛岡支店 〒020-0021 盛岡市中央通1-7-25 朝日生命盛岡中央通ビル7F TEL 019-622-5215 FAX 019-654-5933 

秋田支店 〒010-0951 秋田市山王2-1-53 山王21ビル4F TEL 018-863-6235 FAX 018-866-1682 

山形支店 〒990-0034 山形市東原町2-2-29 モリヤビル4号 TEL 023-625-1713 FAX 023-631-6821 

福島支店 〒963-8024 郡山市朝日2-1-5 丸久ビル2F 208 TEL 024-934-0504 FAX 024-939-7284 

東京支店 〒101-0047 東京都千代田区内神田2-16-9 センボービル4F TEL 03-5298-1023 FAX 03-5298-1024 

関西支店 〒541-0059 大阪市中央区博労町1-8-8 ピカソ堺筋本町ビル4F TEL 06-6266-2244 FAX 06-6266-2246 

札幌営業所 〒003-0021 札幌市白石区栄通8-1-15 ESビル2F TEL 011-858-3301 FAX 011-858-3310 

函館事務所 〒041-0853 函館市中道2-10-1-507   TEL 0138-84-1913 FAX 0138-84-1918 

福島浜通り事務所 〒979-1521 福島県双葉郡浪江町大字権現堂字新町40-10 TEL 0240-23-5590 FAX 0240-23-5591 

埼玉事務所 〒330-0063 さいたま市浦和区高砂4-3-12ｱﾄﾗｽｶｰｺﾞ浦和高砂 301 TEL 048-844-3000 FAX 048-844-3001 

千葉事務所 〒260-0016 千葉市中央区栄町35-14 シンテイ千葉ビル7F TEL 043-223-6636 FAX 043-223-6637 

神奈川事務所 〒252-0231 相模原市中央区相模原2-13-7 第2JSビル5F 501 TEL 042-786-6121 FAX 042-786-6122 

北陸事務所 〒950-0087 新潟市中央区東大通2-1-20 ｽﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ新潟8F 801 TEL 025-255-1280 FAX 025-255-1281 

名古屋事務所 〒460-0008 名古屋市中区栄3-32-22 青木ビル東館5F TEL 052-211-7820 FAX 052-211-7821 

三重事務所 〒514-0006 津市広明町112-5 第3いけだビル3F TEL 059-221-5020 FAX 059-221-5021 

滋賀事務所 〒520-0043 大津市中央1-8-32 レジデンス大津 501 TEL 077-526-9620 FAX 077-526-9621 

奈良事務所 〒630-8115 奈良市大宮町6-2-10 奈良タカタニビル4F 401 TEL 0742-32-5921 FAX 0742-32-5922 

広島事務所 〒732-0052 広島市東区光町2-11-31  TEL 082-567-0666 FAX 082-567-0667 

熊本事務所 〒860-0855 熊本市中央区北千反畑町1-7 M・SⅡビル5F 502 TEL 096-288-1756 FAX 096-288-1765 

 

業 務 内 容 私たちは業務全般を通じて国連持続可能な開発目標SDGsの達成に貢献します。 

〇国土利用計画（地方計画・都市計画・地域開発等） 

〇国土保全整備（河川・砂防・海岸・地すべり対策等） 

〇交通施設整備（道路・橋梁・空港・港湾・新交通システム等） 

〇環境保全事業（上下水道・廃棄物処理・防災等） 

〇環境整備事業（公園・造園・リゾート・建築・景観等） 

〇基本構想及び基本計画、実施計画、経済調査、環境アセスメント 

〇航空測量・地上測量、地質・土質調査及び各種試験、 

〇申請図書作成、施工管理、補償コンサルタント 

〇ソフトウェアの開発及び販売、国際標準化機構の審査及びコンサルティング 
〇各種講習及び講師派遣、人材派遣業務 



 

廃棄物関連業務経歴 

実施年度 発注者 件   名 

R2 原子力規制庁 廃棄物埋設における地盤情報調査に関する研究 

〃 山形市 山形市上野最終処分場第二期整備事業に伴う施設整備基本設計・環境影響評

価・地質調査業務委託 

R1 宮城県丸森町 丸森町災害廃棄物推計量調査業務（その１） 

〃 環境省 「令和元年台風第 19号」災害廃棄物処理支援業務(その 2)D-Waste Net 派遣 

H30 横手市 生環-委H30-4 平成30年度 横手市災害廃棄物処理計画策定業務委託 

 

脱炭素社会関連業務経歴 

実施年度 発注者 件   名 

R1 福島県大熊町 バイオマス活用事業の事業性試算に係る調査業務 

 

自然共生社会関連業務経歴 

実施年度 発注者 件   名 

R2 国土交通省東北地方整備局 胆沢ダム水辺現地調査（陸上昆虫類等）業務 

〃 国土交通省東北地方整備局 鳴子ダム水辺現地調査（陸上昆虫類等）業務 

〃 国土交通省東北地方整備局 米代川水辺現地調査（鳥類）業務 

〃 国土交通省東北地方整備局 丸森地区水文調査業務 

〃 国土交通省関東地方整備局 富士川砂防管内環境調査業務 

〃 農林水産省農村振興局 生態系配慮対策検討調査業務 

〃 農林水産省農村振興局 ため池等における動植物被害対策調査業務 

 福島県いわき建設事務所 道路環境調査業務委託（道整・再復） 

〃 東京都財務局 鶴見川外１５河川における河川水辺の国勢調査委託 

〃 名古屋市緑政土木局 大江川の地震・津波対策に伴う環境影響評価業務委託（現況調査） 

R1 国土交通省東北地方整備局 月山ダム水辺現地調査（鳥類等）業務 

〃 国土交通省東北地方整備局 雄物川下流・子吉川水辺現地調査（底生動物及び河川空間利用実態調査）業務 

〃 農林水産省農村振興局 平成３１年度生態系配慮技術指針検討調査業務 

〃 農林水産省農村振興局 平成３１年度ため池等における動植物被害対策調査業務 

〃 岩手県環境生活部 令和元年度「岩手県自然環境保全指針」改定業務委託 

〃 仙台市都市整備局 仙台市鶴ケ谷第二市営住宅団地再整備事業に係る環境影響評価準備書調査

業務委託 

〃 米沢市立病院 新病院建設用地 土壌汚染調査業務（第一期調査） 

〃 川崎市建設緑政局 ＪＲ南武線連続立体交差事業に伴う関連道路環境影響評価調査業務委託 

H30 国土交通省東北地方整備局 胆沢ダム外自然環境調査 

〃 国土交通省東北地方整備局 釜房ダム水辺現地調査（陸上昆虫類）業務 

〃 国土交通省東北地方整備局 月山ダム水辺現地調査（底生動物）業務 

〃 国土交通省東北地方整備局 北上川上流和賀川環境調査業務 

〃 国土交通省東北地方整備局 最上川上流水辺現地調査（底生動物）業務 

〃 国土交通省東北地方整備局 雄物川下流新波地区環境調査業務 

〃 国土交通省東北地方整備局 高瀬川・小川原湖水辺現地調査（魚類）業務 

〃 農林水産省農村振興局 多面的機能支払交付金の評価に関する資料作成等業務 

〃 農林水産省農村振興局 生態系配慮技術指針検討調査業務 

 

担当者所属氏名   都市事業部  田澤 光治          

住     所  〒980-0012 仙台市青葉区1-7-25  TEL 022-217-2025   FAX 022-217-2038 

                          Ｅ-mail tazawa@sendai.fgc.co.jp 

 

経営の柱：「全員経営」「健康経営」「コンプライアンス経営」 
 

弊社は、昭和 21年(1946年)、太平洋戦争後の荒廃した国土の復興を目的に、国策により全国 6ブロックにつく

られた社団法人復興建設技術協会の仙台出張所として設立されました。その後、昭和 35年(1960年)に株式会社に

移行し、2020年 6月に創立 74周年を迎えました。 

中央大手コンサルタントに並ぶ技術の保有と、確固たる「地域のホームドクター」を目指し、尊敬・信頼される

企業となり、防災や安全・安心な地域、社会づくりに貢献することを使命とし、日々取り組んでおります。 

mailto:tazawa@sendai.fgc.co.jp

